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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第84期
第１四半期
累計(会計)期間

第85期
第１四半期
累計(会計)期間

第84期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高（百万円） 13,001     11,781     59,806

経常利益（百万円） 114     179     854

四半期（当期）純利益（百万円） 118     185     910

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
－ － －

資本金（百万円） 4,294     4,301 4,301

発行済株式総数（千株） 35,912 35,992 35,992

純資産額（百万円） 6,593     7,247 7,326

総資産額（百万円） 30,443     27,132 28,863

１株当たり純資産額（円） 183.04 201.18 203.40

１株当たり四半期（当期）純利益

（円）
3.29 5.16 25.38

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
3.28 5.14 25.26

１株当たり配当額（円） － － 5.00

自己資本比率（％） 21.5 26.6 25.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
647     295 2,379

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△13     64 54

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,070     △525 △2,708

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（百万円）
6,905 7,900 8,066

従業員数（人） 524 501 504

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載していない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。
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２【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主

要な関係会社に異動はない。

３【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 501    

　（注） 従業員数は就業人員数である。なお、臨時従業員数は含まれていない。
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第２【事業の状況】
(注)「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

１【受注高、売上高及び繰越工事高の状況】

(1)　受注工事高、売上高及び繰越工事高

期別　 セグメント別
期首繰越
工事高
（百万円）

期中受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中売上高
（百万円）

期末繰越
工事高
（百万円）

前第１四半期累計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）　　

建設事業　                     

建設工事     36,231    11,822    48,053    12,791    35,262

土木工事 19 65 84 18 65

 計 36,250 11,887 48,137 12,809 35,327

不動産事業 － － － 191 －

 合計 36,250 11,887 48,137 13,001 35,327

当第１四半期累計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建設事業　                     

建築工事　　 29,877 8,448 38,326 11,580 26,746

土木工事 － 47 47 23 23

計 29,877 8,496 38,373 11,603 26,769

不動産事業 － － － 177 －

 合計 29,877 8,496 38,373 11,781 26,769

前事業年度

（自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日）

建設事業　                     

建設工事     36,231    52,527    88,758    58,881    29,877

土木工事 19 165 184 184 －

 計 36,250 52,693 88,943 59,066 29,877

不動産事業 － － － 740 －

 合計 36,250 52,693 88,943 59,806 29,877

　（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事高に

その増減額を含む。したがって、期中売上高にもかかる増減額が含まれる。

２．期末繰越工事高は、（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中売上高）に一致する。

(2）受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

建築工事 30 11,791 11,822

土木工事 － 65 65

計 30 11,856 11,887

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建築工事 43 8,405 8,448

土木工事 － 47 47

計 43 8,452 8,496
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(3）売上高

期別 セグメント別 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第１四半期会計期間

（自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日）

建設事業             

建築工事 318 12,472 12,791

土木工事 － 18 18

計 318 12,491 12,809

不動産事業 － 191 191

合計 318 12,683 13,001

当第１四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建設事業             

建築工事 494 11,086 11,580

土木工事 － 23 23

計 494 11,109 11,603

不動産事業 － 177 177

合計 494 11,287 11,781

　（注）１．完成工事高のうち請負金額が５億円以上の主なものは、次のとおりである。

前第１四半期会計期間

イオンリテール㈱ イオン諏訪の森ショッピングセンター新築工事

㈱スーパー大原 オーケー板橋大原店新築工事

㈱生活科学運営 高根台高齢者施設新築工事 

当第１四半期会計期間

ＭＩＤ都市開発㈱ ロジュマン東豊中新築工事

㈱コスモスイニシア イニシア鶴見パークウエスト新築工事 

トーセイ㈱ 日本橋本石町トーセイビル新築工事 

イオンモール㈱ 草津湯元水春改装工事

㈱ルネサンス スポーツクラブルネサンス北砂内装工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりである。

前第１四半期会計期間 該当なし。

当第１四半期会計期間 該当なし。

(4）繰越工事高（平成22年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

建築工事 1,136 25,609 26,746

土木工事 － 23 23

計 1,136 25,633 26,769

　（注） 繰越工事のうち請負金額が５億円以上の主なものは、次のとおりである。

伊藤忠都市開発㈱　  （仮称）クレヴィア吹田新築工事　 平成22年９月完成予定

防衛省　北関東防衛局  陸自木更津(19)整備場Ａ新設建築工事　 平成22年11月完成予定

㈱ニトリ 　 （仮称）ニトリ八王子店新築工事 平成22年12月完成予定

岩崎不動産㈱　  （仮称）南長崎プラザ建替工事　 平成24年２月完成予定

ダイシン㈱  （仮称）ダイシン百貨店新築工事　 平成24年３月完成予定　
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

  当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善など一部に景気回復の兆しが見られたものの、厳

しい雇用情勢やデフレの進行など、依然として厳しい状況で推移いたしました。

　建設業界におきましては、公共投資の減少、不動産市況の低迷、民間設備投資の大幅な減少など受注環境は大変厳

しい状況が続いております。

　このような状況のもと、当社はコア事業である「商業施設」の建築及び内改装工事等に経営資源を集中し、受注の

拡大と経営の効率化を引き続き推し進めてまいりました。　

当第１四半期会計期間の業績につきましては、売上高は117億８千１百万円（前年同期比　9.4％減）となりまし

た。営業利益は販売費及び一般管理費中の貸倒引当金の繰入減少により、１億８千万円（前年同期比　43.6％増）と

なりました。経常利益は１億７千９百万円（前年同期比　56.8％増）、四半期純利益は１億８千５百万円（前年同期

比　57.0％増）となりました。

　

　セグメントの業績は、以下のとおりであります。

（建設事業）

受注・価格競争が激化する厳しい経営環境において、企画提案型営業の推進や購買力の向上などの課題に引き続

き取り組んでまいりましたが、不動産市況低迷の影響等により、受注高は84億９千６百万円、完成工事高は116億３

百万円、次期への繰越工事高は267億６千９百万円となりました。

　そして、営業利益は３億６千１百万円となりました。

（不動産事業）

不動産事業売上高は１億７千７百万円、営業利益は７百万円となりました。
 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ１億６千

５百万円の資金の減少（前年同四半期会計期間は14億３千６百万円の資金の減少）となり、当第１四半期会計期間

末の資金は79億円（前年同四半期会計期間末の資金は69億５百万円）となりました。

　当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、２億９千５百万円の資金の増加（前年同

四半期会計期間は６億４千７百万円の資金の増加）となりました。主な増加要因は未成工事支出金の減少９億７千

９百万円、未成工事受入金の増加６億４千３百万円、その他（未払費用等）の増加５億２千８百万円、売上債権の減

少５億２千７百万円、主な減少要因は仕入債務の減少21億５千４百万円、貸倒引当金の減少２億６千５百万円など

であります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、６千４百万円の資金の増加（前年同四半

期会計期間は１千３百万円の資金の減少）となりました。主な増加要因は定期預金の払戻による収入１億２千万

円、主な減少要因は貸付による支出３千５百万円、無形固定資産の取得による支出２千５百万円などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、５億２千５百万円の資金の減少（前年同

四半期会計期間は20億７千万円の資金の減少）となりました。主な減少要因は社債の償還による支出１億５千５百

万円、短期借入金の純減少額１億５千万円、配当金の支払額１億２千８百万円、長期借入金の返済による支出９千２

百万円などであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(4）研究開発活動

　研究開発活動は特段行われておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、重要な設備の新設及び除却等の計画はない。

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 111,200,000

計 111,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期

会計期間末現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 35,992,000 35,992,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 35,992,000 35,992,000 ― ―

　（注） 提出日現在発行数には、平成22年８月１日以降の新株予約権の行使により発行されたものは含まれていない。
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（2）【新株予約権等の状況】

①　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行

することを平成17年６月29日の定時株主総会において特別決議されたもの。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 20

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1

新株予約権の行使期間
平成17年６月30日から

平成37年６月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　　　　 1

資本組入額　　　　  1

新株予約権の行使の条件

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

３年間に限り権利行使ができる。相続人による権利行使

は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限り認

める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結する契

約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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②　会社法第361条第１項の規定に基づき、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを

平成18年６月29日の定時株主総会において決議されたもの。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 20

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　  　　  1

新株予約権の行使期間
平成19年２月１日から

平成39年１月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）（注）1

発行価格 　　 　  337

資本組入額     　 169

新株予約権の行使の条件　（注）2

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

３年間に限り権利行使ができる。相続人による権利行使

は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限り認

める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結する契

約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１. 発行価格は、新株予約権の払込金額336円に行使時の払込金額１円を加算して記載している。なお、新株予約権

の払込金額336円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてい

る。

　　２. 平成20年６月27日の取締役会決議に基づき「新株予約権の行使の条件」の一部変更を行い、被付与者が当社の

取締役の地位を喪失した日の翌日から３年間に限り権利行使できる旨を、当社の取締役の地位を喪失した日

の翌日から１ヶ月間に限り権利行使できる旨に変更している。
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③　会社法第361条第１項の規定に基づき、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを

平成19年６月28日の定時株主総会において決議されたもの。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　  　　  1

新株予約権の行使期間
平成20年６月25日から

平成39年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　（注）1

発行価格 　　 　  268

資本組入額     　 134

新株予約権の行使の条件　（注）2

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

３年間に限り権利行使ができる。相続人による権利行使

は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限り認

める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結する契

約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．発行価格は、新株予約権の払込金額267円に行使時の払込金額１円を加算して記載している。なお、新株予約権

の払込金額267円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしてい

る。

　　２. 平成20年６月27日の取締役会決議に基づき「新株予約権の行使の条件」の一部変更を行い、被付与者が当社の

取締役の地位を喪失した日の翌日から３年間に限り権利行使できる旨を、当社の取締役の地位を喪失した日

の翌日から１ヶ月間に限り権利行使できる旨に変更している。
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④　会社法第361条第１項の規定に基づき、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを

平成20年６月27日の定時株主総会において決議されたもの。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 40

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　  　　  1

新株予約権の行使期間
平成21年６月25日から

平成40年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　（注）

発行価格 　　 　  102

資本組入額     　  51

新株予約権の行使の条件

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行使

は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限り認

める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結する契

約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注） 発行価格は、新株予約権の払込金額101円に行使時の払込金額１円を加算して記載している。なお、新株予約権の

払込金額101円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしている。
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⑤　会社法第361条第１項の規定に基づき、株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを　平

成21年６月26日の定時株主総会において決議されたもの。

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 50

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 50,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　  　　  1

新株予約権の行使期間
平成22年６月25日から

平成41年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）　（注）

発行価格 　　 　   60

資本組入額     　  30

新株予約権の行使の条件

被付与者が当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から

１ヶ月間に限り権利行使ができる。相続人による権利行使

は、新株予約権発行後最初に発生した相続の場合に限り認

める。その他の条件は当社と被付与者との間で締結する契

約に定める。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡には取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注） 発行価格は、新株予約権の払込金額59円に行使時の払込金額１円を加算して記載している。なお、新株予約権の払

込金額59円については、被付与者である当社の役員が有する報酬債権をもって相殺することとしている。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　

（4）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
― 35,992,000 ― 4,301,639 ― 186,581

　

（6）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（7）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿により記載している。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 87,000 － －　

完全議決権株式（その他） 普通株式 35,720,000 35,720 －

単元未満株式 普通株式　  185,000 －
１単元（1,000株）

未満の株式  

発行済株式総数 35,992,000 － －

総株主の議決権 － 35,720 －

　（注）１．完全議決権株式（自己株式等）欄は、全て当社保有の自己株式である。

２．完全議決権株式（その他）欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数１個)が含まれてい

る。

３．単元未満株式には、当社保有の自己株式467株が含まれている。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イチケン
東京都台東区北上

野２-23-５
87,000 － 87,000 0.24

計 － 87,000 － 87,000 0.24

　（注） 第１四半期会計期間末の自己株式数は、88,757株である。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 142 135 118

最低（円） 120 110 105

　（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載している。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けている。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がないので、四半期連結財務諸表を作成していない。
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１【四半期財務諸表】
（1）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 7,900 8,186

受取手形・完成工事未収入金 10,939 10,567

未成工事支出金 ※3
 1,541

※3
 2,520

その他 739 1,032

貸倒引当金 △606 △553

流動資産合計 20,514 21,754

固定資産

有形固定資産 ※1
 4,168

※1
 4,202

無形固定資産 73 72

投資その他の資産

その他 3,215 3,992

貸倒引当金 △839 △1,157

投資その他の資産合計 2,376 2,834

固定資産合計 6,617 7,109

資産合計 27,132 28,863
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（単位：百万円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 11,642 13,797

短期借入金 606 764

1年内償還予定の社債 310 310

未払法人税等 8 28

未成工事受入金 2,078 1,435

完成工事補償引当金 108 125

工事損失引当金 ※3
 132

※3
 215

賞与引当金 79 290

その他 1,582 990

流動負債合計 16,547 17,955

固定負債

社債 975 1,130

長期借入金 1,001 1,085

退職給付引当金 773 766

その他 588 599

固定負債合計 3,337 3,580

負債合計 19,885 21,536

純資産の部

株主資本

資本金 4,301 4,301

資本剰余金 186 186

利益剰余金 2,606 2,600

自己株式 △16 △16

株主資本合計 7,078 7,072

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 145 230

評価・換算差額等合計 145 230

新株予約権 24 23

純資産合計 7,247 7,326

負債純資産合計 27,132 28,863
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（2）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 13,001 11,781

売上原価 12,186 11,106

売上総利益 815 674

販売費及び一般管理費 ※
 689

※
 494

営業利益 125 180

営業外収益

受取利息 2 3

受取配当金 5 6

還付消費税等 8 13

その他 3 4

営業外収益合計 19 28

営業外費用

支払利息 23 20

その他 7 8

営業外費用合計 30 28

経常利益 114 179

特別利益

貸倒引当金戻入額 4 24

特別利益合計 4 24

特別損失

固定資産除却損 － 5

特別損失合計 － 5

税引前四半期純利益 119 199

法人税、住民税及び事業税 4 3

法人税等調整額 △3 10

法人税等合計 1 14

四半期純利益 118 185
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（3）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 119 199

減価償却費 33 34

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 △265

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） － △17

工事損失引当金の増減額（△は減少） 42 △83

賞与引当金の増減額（△は減少） △239 △210

退職給付引当金の増減額（△は減少） 15 6

受取利息及び受取配当金 △7 △10

支払利息 23 20

売上債権の増減額（△は増加） 1,089 527

販売用不動産の増減額（△は増加） 0 3

未成工事支出金の増減額（△は増加） 454 979

仕入債務の増減額（△は減少） △1,133 △2,154

未払消費税等の増減額（△は減少） △194 116

未成工事受入金の増減額（△は減少） 90 643

その他 371 528

小計 683 317

利息及び配当金の受取額 7 10

利息の支払額 △27 △13

法人税等の支払額 △15 △19

営業活動によるキャッシュ・フロー 647 295

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 120

有形固定資産の取得による支出 △5 △1

無形固定資産の取得による支出 △0 △25

投資有価証券の取得による支出 △6 △8

貸付けによる支出 － △35

その他 △1 15

投資活動によるキャッシュ・フロー △13 64

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,500 △150

社債の償還による支出 △55 △155

長期借入金の返済による支出 △344 △92

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △170 △128

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,070 △525

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,436 △165

現金及び現金同等物の期首残高 8,341 8,066

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 6,905

※
 7,900
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してい

る。

　　これによる損益に与える影響はない。　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項なし。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項なし。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,453百万円で

ある。
　

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、2,424百万円で

ある。
　

２．偶発債務

（1） 分譲マンション手付金の前金保証に対する

連帯保証

２．偶発債務

（1） 分譲マンション手付金の前金保証に対する

連帯保証

  ㈱モリモト 157百万円

　和田興産㈱ 44

　計 202
　

  和田興産㈱ 28百万円

　計 28

（2） 共同企業体として過去に施工した建築工事

の瑕疵に関する和解金のうち、当該共同企業体

の他の構成員の負担額に係る連帯債務　　　

                                42百万円
　

（2） 共同企業体として過去に施工した建築工事

の瑕疵に関する和解金のうち、当該共同企業体

の他の構成員の負担額に係る連帯債務　　　

                                50百万円
　

（3） 平成22年３月に締結した工事請負契約（工

事価格1,880百万円、着手金600百万円受領済

み）については、契約締結後に工事に着手する

ことが不可能であると判明したため、当該発注

者に対して契約は無効である旨の申入れを

行っている。

　　　当該発注者は引き続き工事着工を求めている

が、当社の受注方針に基づき、工事が着手でき

ないことを当該発注者に文書で通知（平成22

年６月）するとともに、着手金600百万円を平

成22年７月に弁済供託している。　

　　　今後も当該発注者と協議を進める予定である

が、現時点では、当該申入れによる影響を予測

することは困難である。
　

（3） 当社は、平成22年３月締結の工事請負契約

（工事価格1,880百万円、着手金600百万円受領

済）に関して、工事着工に疑義が生じたことか

ら、当該発注者と契約解除に向けて協議中であ

る。

　    なお、現時点では契約解除による影響を予測

することは困難である。
　

※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示

している。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金のうち、工事損失引当金に対応する額は73百万円で

ある。
　

※３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示

している。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金のうち、工事損失引当金に対応する額は71百万円で

ある。
　

　 ４．貸出コミットメント契約

  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行５行と当座貸越契約を、取引銀行３行と貸出コミッ

トメント契約を締結している。

　これら契約に基づく当第１四半期会計期間末におけ

る当座貸越契約及び貸出コミットメントに係る借入

未実行残高等は次のとおりである。

　 ４．貸出コミットメント契約

  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行５行と当座貸越契約を、取引銀行３行と貸出コミッ

トメント契約を締結している。

　これら契約に基づく当事業年度末における当座貸越

契約及び貸出コミットメントに係る借入未実行残高

等は次のとおりである。

 当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額

4,700百万円

 借入実行残高 150 　

 差引額 4,550 　

 当座貸越極度額及び 
貸出コミットメントの総額

4,700百万円

 借入実行残高 300 　

 差引額 4,400 　

　なお、コミットメント契約については、財務制限条項

が付されている。
　

　なお、コミットメント契約については、財務制限条項

が付されている。
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（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

従業員給与手当 173百万円

賞与引当金繰入額 16　

退職給付費用 9　

貸倒引当金繰入額 269　
　

従業員給与手当 170百万円

賞与引当金繰入額 15　

退職給付費用 8　

貸倒引当金繰入額 53　
　　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金預金勘定 7,025百万円

預入期間が３ヶ月を超える

　　　　　　　　　　定期預金

△120

現金及び現金同等物 6,905

　

現金預金勘定 7,900百万円

現金及び現金同等物 7,900

　

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　35,992千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　  　88千株

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期会計期間末残高　  24百万円

 

４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 179 5.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はない。
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（金融商品関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動がないため記載していない。

（有価証券関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動がないため記載していない。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

  該当事項なし。

（持分法損益等）

前第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

  該当事項なし。

当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

  該当事項なし。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　重要性が乏しいため記載していない。

（企業結合等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

  該当事項なし。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものである。

　当社は、各建設部門を統括する事業統括本部及び不動産事業を含む管理本部を本社に置き、各事業本部は、

包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展開している。 

　したがって、当社は、建設事業及び不動産事業を主とした事業別のセグメントから構成されており、「建設

事業」、「不動産事業」の２つを報告セグメントとしている。

　「建設事業」は、建築・土木その他建設工事全般に関する事業を営んでいる。「不動産事業」は、不動産の

売買・賃貸その他不動産に関する事業を営んでいる。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

  当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　

　報告セグメント 調整額
（百万円）
（注）1

四半期損益
計算書計上額
（百万円）
（注）2

建設事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

合計　
（百万円）

売上高      

　外部顧客への売上高 11,603 177 11,781 － 11,781

 
セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

 計 11,603 177 　　11,781 － 11,781

 セグメント利益 361 7 368 △188 180

　（注）１．セグメント利益の調整額△188百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含まれてい

る。 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

　　　　２．セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

（追加情報）

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用している。

（賃貸等不動産関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動がないため記載していない。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 201.18円 １株当たり純資産額 203.40円

２．１株当たり四半期純利益等

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益 3.29円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益
3.28円

１株当たり四半期純利益 5.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益
5.14円

　（注） １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益   

四半期純利益（百万円） 118 185

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 118 185

期中平均株式数（千株） 35,828 35,903

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益   

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 198 168

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業

年度末から重要な変動があったものの概要

　－ －

（重要な後発事象）

　該当事項なし。

（リース取引関係）

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

  前事業年度末と比較して著しい変動がないため記載していない。

２【その他】

　該当事項なし。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２１年８月７日

株式会社イチケン   

取締役会　御中   

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梶浦　和人  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 後藤　紳太郎  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秦　一二三  

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イチケ

ンの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第８４期事業年度の第１四半期会計期間（平成２１年４月１日

から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）に係る

四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イチケンの平成２１年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期会計期間より

工事契約に関する会計基準を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成２２年８月１１日

株式会社イチケン   

取締役会　御中   

 有限責任監査法人　トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士
後藤　紳太郎　
　　

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 秦　一二三  

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イチケ

ンの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの第８５期事業年度の第１四半期会計期間（平成２２年４月１日

から平成２２年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで）に係る

四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対

する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社イチケンの平成２２年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

追記情報　

　偶発債務（３）に、会社は平成２２年３月に締結した工事請負契約について、契約は無効である旨の申入れを行っている

が、当該発注者は引き続き工事着工を求めており、現時点では、当該申入れによる影響を予測することは困難である旨、注記

している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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